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4日の欧米市場では、投資家のリスク回避傾向の高まりから、株式相場は大幅下落となり、 NYダウ工業株30種平
均が、一時、取引時間中では昨年11月以来、約3ヵ月ぶりの1万ドル割れとなったほか、ブラジル株式相場でもボベ
スパ指数が4.7％下落しました。また、為替市場では円が主要通貨に対して買われる展開となりました。加えて、5日
のアジア株式相場も軟調な推移となっています。
この主な背景としては、①欧州の政府債務問題で、投資家の懸念がギリシャからポルトガルやスペインなどに広
がったこと、②米国の週間新規失業保険申請件数が予想に反して増加したこと、などが挙げられます。

これまでも、南欧諸国の財政懸念はたびたび金融市場を揺るがす要因となっていました。そうした中、3日は、スペイ
ン政府が2010-2012年の実質GDPに対する財政赤字見通しを引き上げ（悪化し）たほか、ポルトガルの財務省証券
（TB）発行額が当初の予定額よりも減額されたことにより、需要が低下しているのではないかといった懸念が広がり
ました。さらに、トリシェECB総裁は、4日の理事会後、財政健全化策が「最重要の課題」との認識を示し、ユーロ圏
の各国政府に財政再建に取り組むように強く要請したことから、ユーロ諸国の財政状態に対する懸念が金融市場で
強く意識されました。

ただし、先に問題となっていたギリシャは、1月半ばに財政再建計画を発表、欧州連合（EU）の欧州委員会がその計
画を支持すると表明するなど、財政健全化に向けて動き出しています。今後、各国が財政再建に向けてどのような
取り組みをみせるのかが注視されます。

また、4日に発表された米国の週間新規失業保険申請件数が市場予想より多かったことで、米国の雇用の改善が
遅れるとの見方が広がりました。今晩発表される1月の雇用統計で、雇用環境の改善が示されると期待されていた
だけに、こうした低調な経済指標が嫌気されました。しかし、米国の雇用指標はブレはあるものの改善傾向を維持し
ているとみられることから、単月で発表される数値だけではなく雇用環境全体のトレンドを見る必要がありそうです。
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４日の欧米株式市場などの下落について
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※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。
※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

各国10年国債利回りの推移
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期間：2009年1月1日～2010年2月4日

ユーロ圏債券市場の主要指標であるドイツ国債利回り
が足元で低下傾向なのに対し、財政赤字の拡大が懸念
されている各国の国債利回りは上昇傾向に。


